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今後、必修化が予想されている小学校英語ではあるが、小学校における現在の英語教育の実
態を把握する必要があろう。第1章では、英語教育（活動）の現在の状況を概観する。

現在のところ、公立小学校の94.0％が何らかの形で英語教育を行っている。学年別にみると、1、

2年生では8割、3～6年生では9割以上の実施率である（P.40）。また、英語教育の開始時期をみる

と、4割以上の学校が、現行の学習指導要領の施行された平成14年度よりも前から英語教育を行っ

ており、英語教育に取り組み始めてから、すでに5年以上の蓄積がある学校も少なくない（P.41）。

では、それぞれの学校で、英語教育はどのような位置づけで行われているのだろうか。低学年で

は、「教科もしくはそれに準じるもの」の時間を使って英語教育を行っている学校がもっとも多く、

次に多いのは「その他（教育課程外の時間）」である。一方、中・高学年は、「総合的な学習の時間」の

中で行っている場合がほとんどである（P.42）。

さらに、年間時数についてみると、全体では15時間未満の学校が過半数を占めている。低学年で

は、約7割が15時間未満であるが、学年が上がるにつれて時間数も増え、中・高学年では、約1割が

35時間以上行っている。その内容は、英語に慣れ親しむ活動を行っている学校が多いが、高学年で

は文字を使った活動が増加し、3割以上が「英語の文字や文章を読む活動」を行っている（P.43）。

小学校で行われている英語教育の指導に関わっている人についてみてみる。ほとんどの学校で、

「外国語指導助手（ALT、AETなど）」と「学級担任」とで英語教育を担っている（P.46）。その中で

も、中心となって指導を行っているのは、「外国語指導助手」である場合が6割ともっとも多い（P.47）。

その「外国語指導助手」の来校頻度は、「月1回程度」がもっとも多く（P.49）、年間時数が多いほど

その頻度も増える（P.50）。これは、年間時数には「外国語指導助手」の来校頻度が大きく影響して

いる現状をあらわしているともいえる。

英語教育に関する校内・校外研修についてもみてみよう。英語教育に関する校内研修について

は、半数以上が「実施していない」と回答しており、英語教育に関する校内研修を行っている学校

は、全体の半数に満たない（P.53）。とくに、「外国語指導助手（ALT、AETなど）」が中心に指導し

ている学校では、「学級担任」が中心となっている学校よりも、研修を実施していない割合が高い。

さらに、英語教育に関する校外研修については、約6割が「ほとんど全員が参加していない」と回答

している（P.54）。小学校英語に関しては、指導者への研修の重要性も指摘されている。校内外いず

れの研修も充実させる必要があろう。
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ほとんどの小学校で英語教育が行われているが、英語教育を行ううえで必要となる諸条件は整っ

ているのだろうか。調査結果によると、現状では、ほとんどがまだ不十分であるようだ。「教材の

開発や準備のための時間」「中学校との接続・連携」「英語教育に関する教員研修」「英語教育に使え

る予算」はとくに、不十分だという回答が多かった。その中で、唯一、英語教育に対する「子どもの

積極性」だけは、十分だという回答が多く、70.1％だった（P.56）。

さらに、英語教育を行ううえでの課題についてたずねたところ、「指導する教員の英語力」「教材

の開発や準備のための時間」を課題にあげる教員が多い（P.58）。さらに、この課題については、英

語教育の年間時数によって課題として認識しているものに違いがあり、時数が多い場合には、「教材

の開発や準備のための時間」「ALTなどの外部協力者との打合せの時間」などの英語教育の実施上

の課題が多く、時数が少ない場合は、「指導のためのカリキュラム」や「ALTなどの外部協力者の来

校頻度」「英語教育の時間数」など実施以前の課題が多く認識されている。

英語教育に関する指導計画に関しては、「自治体が作成している指導案や資料」を参考にしている

学校がもっとも多く、これに「文部科学省が作成した『小学校英語活動実践の手引き』」が続く（P.62）。

「とくに参考にしているものはない」という回答も2割ほどあるが、年間時数が少ない学校ほど、そ

の割合は高い。また、中心となる指導者別にみると、「学級担任」が中心となって指導している場合

は、自治体や文科省が作成したものの他に、「市販の指導案や書籍」の割合が増え、学級担任が自ら

取り組んでいる様子がうかがえる。

使用している英語教材については、「ALTなどの外部人材・機関が制作した教材」を主に使用して

いる学校がもっとも多く、過半数を占めている（P.64）。ただ、これは年間時数が多いほどその割合

は減り、「市販の教材」や「英語指導担当教員が独自に制作した教材」などを使用している割合が増

える。

英語教育を評価するための材料についてもたずねた。「総合的な学習の時間」で行っている場合が

多い英語教育では、明確な評価基準が今のところないが、記述による評価を行っている学校も多く、

その材料としては、「授業中の様子」が89.1％と圧倒的に多い（P.66）。

● 指導計画と教材と評価

● 英語教育の現状と課題
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